
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

総務部 財政課 

関 昇一郎  鈴木 英昭 

電話：026-235-7039（直通） 

 026-232-0111（内線 2052） 

FAX：026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.jp 

 

 

県では、平成 19 年度当初予算編成に当たり、各部局からの予算要求概要と主な見直し事業

（案）を去る 12 月 26 日に公表し、県民の皆さんからご意見等をいただいているところですが、本

日、別紙のとおり新たに主要事業を追加しました。 

追加した主要事業に対するご意見・ご要望については、各担当課（各事業名の下にファックス・

メールアドレスを記載してあります）へ、１月 24 日（水）までにお寄せください。 

 

長野県（総務部）プレスリリース 平成 19 年（2007 年）1 月 16 日

平成 19 年度当初予算の各部局からの要求概要について（追加分） 



主要事業一覧

11億1792万2千円

１  新 障害者自立支援対策臨時特例基金事業

２  県単タイムケア事業

　　
障害福祉課  ※
 FAX  026-234-2369
 E-mail  fukushi@pref.nagano.jp ［4976万9千円］

地域資源活性化事業 45億円 

産業政策課
 FAX 026-235-7496
 E-mail sansei@pref.nagano.jp ［0円］

2億5000万円 

 名称 信州佐久大学（仮称）
 学部・学科 看護学部看護学科

私学教育課  開学予定年月 平成20年4月
 FAX 026-235-7387 ［0円］
 E-mail shigaku@pref.nagano.jp

　当初要求した事業について、国において制度
の改正が行われたため、事業を再構築しまし
た。

　障害児者を家庭において一時的に介護でき
ない場合等に、登録介護者が時間単位で介護
サービスを提供することにより障害児者の地域
生活を支援します。

大学整備促進事業補助金
　専門性の高い看護師を養成・確保するため、大学
整備に要する経費に対して助成します。

事　業　名
要　求　額

［平成18年度予算額]
事　　業　　内　　容

　障害者自立支援法の着実な定着を図るため、基
金の活用等により必要な事業を実施します。障害者自立支援法円滑化支

援事業費

　地域経済の活性化を図るため、基金を造成し、そ
の運用益により、中小企業等が行う地域資源を活か
した新事業展開や新商品開発等の取り組みに対し
助成するとともに、事業化までの継続的な支援を行
います。

　平成２０年度までの特別対策として、送迎サー
ビスに係る利用者負担の軽減や就労支援、制
度の移行に伴う事業者のコスト対策などを実施
します。
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